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言語少数派の子どもの継続的認知発達の保障
一母語・日本語の認知発達と子どもを取り巻く環境への
　　　　　　　　　支援システムの構築に向けて一

穆紅

1．研究背景と目的

　近年国際間の移動が盛んになるとともに、親に同

伴し日本に来た子どもが増えている。この子どもた

ちは、日本への移転を通して母国での学習や生活の

ネットワークから切り離され、日本という異質な風

土に新たなダウンルート（根を下ろし）し、新たな

生態系の中でネットワS・・－Lクを紡ぎ出していくことに

なる（岡崎2005）。母国からアップルート（根こそぎ

引き抜かれること）され、日本にダウンルートする

ような子どもたちに対して、「日本に来た時点で子

どもたちが既に持っている力をもとにして学ぶには

どうしたらよいか。言い換えれば、ゼロから出発す

るのではなく、持っているものを十二分に生かすに

はどうしたらよいか」（岡崎2005：15）を考えること

が必要であろう。

　日本に来た子どもたちは様々な難題に直面して

いる。まず、日常生活で流暢な日本語を話せるよう

に見えても、教科学習の理解に困ることが少なくな

い。特に、来日後半年から1年ほどの間は、日本語

で教科学習を進めることが困難であり、母語による

学習機会を放棄してしまうと、結果として認知発達

の中断を引き起こす危惧がある。また、日本語学習

や教科学習の理解困難などとともに、母語の低下、

喪失という深刻な問題も生じてくる。母語の低下・

喪失が進むと、家族とのコミュニケーションに支障

を来たし、母語によって作り出した家族とのつなが

りも阻害されてしまうことになる。

　本研究は、子どもたちの抱えているこれらの難

題に注目し、言語環境が移行する中で、どのように

子どもたちの継続的な発達を中断させることなく、

母語の力や母語によって作り出したネットワークを

保持・育成しながら、日本語の発達や日本語によっ

て形成されつつある新たなネットワークを促すこと

ができるかを探ることを目的とする。

2．研究の概要

　上記の研究目的を明らかにするために、以下の二

つの側面から探ることとする。

（1）言語：二言語の認知面の発達への支援

　どのように子どもたちの継続的な認知発達を中断

させることなく、母語の認知面を保持・育成させな

がら、日本語の認知面の育成を促すことができるか

（量的調査）

　具体的には、日本の公立小中学校に在学してい

る中国語を母語とする子ども52名を対象に、母語

と日本語によるOBC会話テストを実施し、子ども

の保護者に質問紙調査（子どもと父母の属性・家庭

での言語生活・学習の実態）を行った上で、子ども

たちの母語と目本語の認知面にそれぞれどのような

要因が関わっているか、母語と日本語の間にどのよ

うな関係があるか、どのように認知面の母語と日本

語の発達を促すかを分析する。OBC会話テストは、

会話力を「基礎言語面」「対話面」「認知面」に分け

て測定しているが、今回は「認知面」のみに注目す

る。

（2）言語＋人間活動：言語接触のネットワークへの

支援

　子どもが実際に生活の中でどのように二言語を使

用しているのか、二言語が子どもの生活の中でうま

く機能させるためにどのように支援していけばいい

か（事例研究）

1．日本語の認知力の獲得にかかわる要因

2．母語の認知力の保持・育成にかかわる要因

3．どのような母語保持努力が母語・日本語の認知

面の発達を促すか

4．母語・日本語の言語接触のネットワークへの支

援

2．1日本語認知力の獲得にかかわる要因

　日本語の認知面において、来日年齢、滞日年数、
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母語力の中で、どれが日本語の認知面と最も関係が

深いかを探るために、日本語認知面の得点を従属変

数として来日年齢、滞日年数、母語力の基礎言語面、

対話面、認知面の得点を独立変数とした重回帰分析

を行った。その結果、日本語の認知面と最も関係が

深いのは、母語の認知面であり、その次、滞日年数、

来日年齢の順であった。

　滞日年数に関しては、日本語の認知面との間に

正の相関関係があり、滞日年数が長いほうが目本語

の認知面の得点も比較的高い傾向が見られた。しか

し、滞在年数が長くなっても日本語の認知面の力を

獲得できないことがあると推測される。滞在年数よ

り、母語力が保持・伸長されているかどうかが最も

深く関連している。また、来日年齢に関しては、日

本語の認知面との間に正の有意傾向があり、来日年

齢の高い子どものほうが日本語の認知面の獲得が容

易であることがわかった。しかし、日本語の認知面

は母語の認知面との関係がもらとも深いことから、

母語の認知面の力をしっかり獲得した上で第二言語

を習い始めたほうが第二言語の認知面の習得に有利

だということが示された。

　カミンズの「二言語相互依存仮説」を援用して

考えると、「認知・学力面」の言語能力は、二言語

の間で共有している可能性があり、母語の認知面を

保持・伸張することは、日本語認知面の獲得を促す

可能性があることが示唆された。

2．2母語の認知力の保持・育成にかかわる要因

　母語の認知面において、来日年齢、滞日年数、

母語保持努力の中でどれが母語の認知面と最も関係

が深いかを探るために、母語の認知面と来日年齢、

滞日年数、母語保持努力の関係を重回帰分析、相関、

散布図を通して分析した。「母語保持努力」として

「日常的な母語使用」と「母語の読み書き」の二つ

の項目を作った。

　分析の結果、母語の認知面と最も関係が深いのは、

母語の読み書きであった。来日年齢が高くなるとと

もに母語の認知面の得点が高くなる傾向、滞日年数

が長くなるとともに母語の認知面の得点は低くなっ

ている傾向が見られた。詳しく来日年齢、滞日年数

からの影響を見ると、6歳未満で来日した子どもは

母語会話力の認知面の保持が難しく、10歳以降で来

日した子どもは比較的高い母語力を保持できている

ことがわかった。そして、滞日3年程度を過ぎると、

母語会話力の認知面の保持がかなり難しい状況にあ

ることがわかった。

　しかし、母語での読み書きを比較的行っているグ

ループとあまり行っていないグループに分けてみる

と、母語での読み書きを比較的行っている場合は、

母語会話力の認知面は、来日年齢や滞日年数からの

影響にそれほど左右されないのに対し、母語での読

み書きをあまり行っていない場合は、来日年齢や滞

日年数からの影響を受けやすく、低年齢での来日や

滞日期間が長くなると、母語会話力の認知面の保持

が難しくなることが示された。

2．3母語・日本語の認知面の発達と母語保持努力の

関係

　母語と日本語の認知面において、様々な母語保持

努力の中で、どのような母語保持努力が認知面の母

語と日本語の発達を促すことができるかを探るため

に、母語と日本語の認知面の得点と「日常的な母語

使用」「母語の読み書き」、及び下位項目の関係をそ

れぞれ重回帰分析や相関を通して分析を行った。

　その結果、「母語の読み書き」、特に、「幼児期の

母語の基礎作り」、「母語の勉強」と「母語による教

科学習」が、母語と日本語の認知面に有意に寄与し

ていることがわかった。これらの中で、「母語によ

る教科学習」が二言語の認知面と最も関連が深いこ

とがわかった。母語を思考や学習の道具として使用

することを通して、新しい概念を形成し知識を獲得

し、学年相当レベルの母語力を保持・育成すること

が、二言語会話力の認知面の発達を促すことが示唆

された。

　詳しく見ると、小学生の場合は、母語の勉強を行

うことが二言語の認知面の発達を促すのに重要であ

るが、中学生の場合は、母語の勉強を行うだけでは、

二言語の認知面の発達を促す役割を十分に果たせな

いことがわかった。したがって、中学生の場合は、

母語の勉強に留まらず、母語による教科学習を行う

ことを通して、母語で認知的負荷のかかる学習活動

に参加することに意義があると考えられる。

　また、今回の調査は、幼児期の子どもを対象者と

したわけではないが、　「母語の識字年齢」と「母語

の読み聞かせ」は二言語会話力の認知面の得点と有

意傾向が見られたことから、幼児期に母国にいても

二言語環境にいても、母語での読み聞かせを行い、

子どもに文字や言葉に触れるチャンスを与え、母語

の文字を読めるようにすることが重要であると予測

された。

一72一



2．4母語・日本語の言語接触のネットワークへの支

援

　実際に母語保持努力がなされている言語少数派

の子どもは普段の生活の中で、つまり周りとのかか

わりの中でどのように母語と日本語を使っているの

か、母語と日本語はどのような機能を果たしている

のかを分析し、二言語接触のネットワークに対して

どのように支援していけばいいかを探ることを目的

とする（これから分析する予定）。

3．まとめ

　以上の分析から、現時点で得られた示唆は以下の

通りである。子どもたちの継続的な認知発達の中断

を防ぎ、第二言語環境にしっかりと根付いていくこ

とを促すためには、家庭の中で意識的に母語使用の

環境を作り出し、母語のネットワークを学校や社会

に拡張し、子どもたちの新たな環境へのダウンルー

トを様々な側面からサポートする必要がある。

　また、子どもの親が第二言語環境下であっても安

心して母語による読み聞かせなどが行えるような生

活面も含めた現実的な手立てを講じること、学校で

は母語による教科学習ができるような現実的な手立

てを講じることなど、子どもを取り巻く環境全体を

サポートしていくことが必要である。
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